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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第７９回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

連結株主資本等変動計算書
連 　 結 　 注 　 記 　 表
株主資本等変動計算書
個 　 別 　 注 　 記 　 表

（2025年4月1日から2026年3月31日まで）



2026/05/25 11:43:38 / 25299163_株式会社サンテック_招集通知

連結株主資本等変動計算書

第79期（2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 1,190 83 27,255 △475 28,052
当期変動額
剰余金の配当 △614 △614
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,766 2,766

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － 2,151 △0 2,151
当期末残高 1,190 83 29,406 △476 30,204

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 758 1,458 196 2,413 122 30,589
当期変動額
剰余金の配当 △614
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,766

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 271 418 164 855 96 951

当期変動額合計 271 418 164 855 96 3,103
当期末残高 1,030 1,877 361 3,268 219 33,692

連結株主資本等変動計算書

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 1 －



2026/05/25 11:43:38 / 25299163_株式会社サンテック_招集通知

連結注記表

　連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ９社
・連結子会社の名称 武蔵野工業株式会社

三喜産業株式会社
山陽機電技術（上海）有限公司
SECT COMPANY LIMITED
SECM SDN.BHD.
SEC MASHIBAH SDN.BHD.
SANYO ENGINEERING & CONSTRUCTION VIETNAM CO.,LTD.
SEC(S)PTE.LTD.
PT SECM TECH INDONESIA

② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 山陽電気工事株式会社

ニイヤマ設備株式会社
山口宇部ソーラー株式会社

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当
期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び １社
　関連会社数
・主要な会社等の名称 SEAREFICO CORPORATION

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・非連結子会社の名称 山陽電気工事株式会社

ニイヤマ設備株式会社
山口宇部ソーラー株式会社

・関連会社の名称 宇部東メガソーラー株式会社
合同会社黒瀬町メガソーラー

・持分法を適用していない理由 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

③ 持分法適用手続に関する特記事項
　持分法適用会社の決算日は、12月31日であります。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、武蔵野工業株式会社及び三喜産業株式会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。
それ以外の連結子会社７社の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷ 在外子会社における会計処理基準に関する事項
「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　

2019年６月28日公表分）を適用し、在外子会社に対して連結決算上、必要な調整を行っております。
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連結注記表

イ. 有形固定資産・投資不動産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。
また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ロ. 無形固定資産・長期前払費用
（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

⑸ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
以外のもの 平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産

・未成工事支出金 個別法による原価法
・材料貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ハ. リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の補修費支出の
実績割合等に基づき必要と見積もられる額を計上しております。

ハ. 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事
のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができる工事について、損失見込額を計上しております。

ニ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き当連結会計年度に見合う分を計上しております。

ホ. 役員退職慰労引当金 国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

ヘ. 執行役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

－ 3 －
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連結注記表

　退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の
差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。未認識
数理計算上の差異については、税効果調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しており
ます。
なお、退職給付の債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っております。
また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
簡便法を採用しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
１. 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
　当社グループは、主に内線工事、電力工事、空調給排水工事において長期の工事契約を締結しており
ます。
２. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
　工事契約に係る収益は、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間
にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに
発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。また、履行
義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する
費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることがで
きる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しており
ます。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご
く短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行
義務を充足した時点で収益を認識しております。また、内線工事、電力工事等における長期の工事契約
に関する取引の対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

2. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 履行義務の充足に係る進捗率を見積り、一定の期間にわたり認識した収益

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　57,397百万円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工
事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
　工事原価総額の見積りの前提条件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が
信頼性をもって見積ることが可能となった連結会計年度に認識しております。また、将来工事原価総額の
見積りの前提条件の変更等（設計変更や天災等）により当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連
結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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連結注記表

有形固定資産 8,402百万円
無形固定資産 278百万円
投資不動産 6,692百万円
減損損失 87百万円

⑴ 有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額
　　有形固定資産
　　投資不動産

7,727百万円
1,766百万円

⑵ 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

　　投資有価証券
　　投資不動産

131百万円
88百万円

　　計

② 担保に係る債務
　　短期借入金

220百万円

60百万円

⑵ 工事損失引当金
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　469百万円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に損失の発生が見込
まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌連結
会計年度以降に発生が見込まれる損失額を工事損失引当金として計上しております。
　工事損失引当金の見積りにおいては、契約毎にプロジェクトの進行を通じてリスク管理を行い、見積工
事原価総額が請負金額を上回ると予想される場合、引当が必要となります。また、将来工事原価総額の見
積りの前提条件の変更等（設計変更や天災等）により追加引当が発生する可能性があり、翌連結会計年度
に係る連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

⑶ 固定資産の減損損失
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　当社グループは、原則として、事業用資産については、継続的に損益を把握している事業所の各工事部
門を区分の基礎としてグルーピングを行っており、投資不動産及び遊休資産については、個別にグルーピ
ングを行っております。
　減損の兆候判定については、個別にグルーピングをした資産又は資産グループの営業損益が継続してマ
イナスとなった場合及び、継続してマイナスとなる見込みとなる場合や固定資産の時価が著しく下落した
場合等に減損の兆候があるものとしております。
　固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失として計上しております。その際の回収可能価額は正味売却価額又は使用価
値により算定しております。
　減損の兆候、認識の判定及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化
により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、追加の減損処理が必要となる可能性が
あります。

3. 連結貸借対照表に関する注記
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連結注記表

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 ( 株 ) 16,000,000 － － 16,000,000

① 配当金支払額等
2025年６月24日開催の第78回定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 614百万円
・１株当たり配当額 40円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月25日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2026年６月23日開催の第79回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・株式の種類 普通株式
・配当の原資 利益剰余金
・配当金の総額 998百万円
・１株当たり配当額 65円
・基準日 2026年３月31日
・効力発生日 2026年６月24日

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式に関する事項

⑵ 剰余金の配当に関する事項

5. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は銀行
借入により調達する方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。当該リスクに関しては、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定
しております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されておりますが、定期的に時価を把握することにより管理を行っております。
　営業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務の支払期日は、１年以内であります。
　借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。
　また、営業債務は流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております
が、当社グループでは、各社が月次で資金繰を適切に管理しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券

関係会社株式 454 305 △149

その他有価証券 2,117 2,117 －

資産計 2,571 2,422 △149

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　　 非上場株式 887

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 2,117 － － 2,117

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　関係会社株式 305 － － 305

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注)を参照ください。）。また、現金預
金、受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権、支払手形・工事未払金等、電子記録債務及び短期借入金
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）市場価格のない株式等

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。
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連結注記表

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期中増減額 当連結会計年度末残高

5,968百万円 725百万円 6,694百万円 10,889百万円

（単位：百万円）
報告セグメント

合計
設備工事業 機器製作業

一時点で移転される財 3,408 272 3,680

一定の期間にわたり移転される財 57,096 300 57,397

顧客との契約から生じる収益 60,505 572 61,077

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 60,505 572 61,077

6. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を有しており
ます。
　2026年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、308百万円（賃貸収益は営業外収益に、賃
貸費用は営業外費用に計上）であります。
⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）当連結会計年度期中増減額のうち、主な増加額は投資不動産の取得によるものであり、主な減少額は

減価償却によるものであります。
（注3）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額であり、その他の物件については「路線価、固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した
金額であります。

7. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑸　会計方針に関する事項　④　
重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高)
　受取手形
　電子記録債権
　完成工事未収入金

14
1,272

14,768
顧客との契約から生じた債権(期末残高)
　受取手形
　電子記録債権
　完成工事未収入金

5
1,690

11,247
契約資産(期首残高)
　完成工事未収入金 13,612
契約資産(期末残高)
　完成工事未収入金 10,648
契約負債(期首残高)
　未成工事受入金 3,332
契約負債(期末残高)
　未成工事受入金 5,477

当連結会計年度（百万円）

１年以内 48,142

１年超 41,885

合　　計 90,028

⑴ １株当たり純資産額 2,180円02銭
⑵ １株当たり当期純利益 180円14銭

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は次のとおりであります。

　契約資産は、工事契約について期末日時点での進捗度に基づいて測定した履行義務の充足部分のうち未請求
の履行義務に係る対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対す
る当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該
請負工事に関する対価は、工事請負契約の内容に従い、契約内容に基づいた請求日又は工事の出来高に基づい
た日に請求し、基本契約に基づいた日に受領しております。
　契約負債は、主に、一定の期間にわたり充足される収益を認識する工事契約について、顧客から受け取った
前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、26億83百万円
であります。また、当連結会計年度において、契約資産が29億64百万円減少した主な理由は、工事完成に伴
う顧客との契約から生じた債権への振替によるものであります。
　過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はあ
りません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間
は以下のとおりであります。

8. １株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

第79期（2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

利益剰余金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

利 益 剰 余 金
合 計圧 縮 記 帳

積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,190 297 152 21,000 1,276 22,726
当期変動額
剰余金の配当 △614 △614
当期純利益 1,511 1,511
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － 897 897
当期末残高 1,190 297 152 21,000 2,173 23,624

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △475 23,440 722 722 24,163
当期変動額
剰余金の配当 △614 △614
当期純利益 1,511 1,511
自己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 244 244 244

当期変動額合計 △0 897 244 244 1,142
当期末残高 △476 24,338 967 967 25,305

株主資本等変動計算書

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 10 －



2026/05/25 11:43:38 / 25299163_株式会社サンテック_招集通知

個別注記表

⑤ 退職給付引当金
（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。ただし、年金
資産の額が、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額
を超過している場合は、前払年金費用として計上しております。数
理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、退職給付の債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っております。
未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
る会計処理の方法と異なっております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
以外のもの 移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産・投資不動産 定率法を採用しております。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。

② 無形固定資産・長期前払費用 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の補修費支出
の実績割合等に基づき必要と見積もられる額を計上しております。

③ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事の
うち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができる工事について、損失見込額を計上しております。

④ 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき当事業年度に見合う分を計上しております。

⑥ 執行役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。
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個別注記表

有形固定資産 8,194百万円
無形固定資産 259百万円
投資不動産 6,409百万円
減損損失 87百万円

⑴ 有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額
有形固定資産
投資不動産

7,126百万円
1,654百万円

SEC MASHIBAH SDN.BHD.（ブルネイ） 83百万円
SECM SDN.BHD.（マレーシア） 2,582百万円
PT SECM TECH INDONESIA（インドネシア） 545百万円
SANYO ENGINEERING & CONSTRUCTION
VIETNAM CO.,LTD.（ベトナム）

52百万円

SEC（S）PTE.LTD.（シンガポール） 973百万円

SEC MASHIBAH SDN.BHD.（ブルネイ） 105百万円

⑷ 収益及び費用の計上基準
１. 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
　当社は、主に内線工事、電力工事、空調給排水工事において長期の工事契約を締結しております。
２. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
　工事契約に係る収益は、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間に
わたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生
した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。また、履行義務の
充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回
収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる時ま
で、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しております。な
お、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事
契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足し
た時点で収益を認識しております。また、内線工事、電力工事等における長期の工事契約に関する取引の
対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 履行義務の充足に係る進捗率を見積り、一定の期間にわたり認識した収益

① 当事業年度の計算書類に計上した金額　28,113百万円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。

⑵ 工事損失引当金
① 当事業年度の計算書類に計上した金額　467百万円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。

⑶ 固定資産の減損損失
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。

3. 貸借対照表に関する注記

⑵ 偶発債務
下記の会社の工事について、工事保証を行っております。

下記の会社の金融機関からの信用状に対し債務保証を行っております。
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① 短期金銭債権 1,166百万円
② 長期金銭債権 190百万円
③ 短期金銭債務 21百万円
④ 長期金銭債務 8百万円

　 営業取引（収入分） 194百万円
　 営業取引（支出分） 433百万円
　 営業取引以外の取引高 161百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普 通 株 式 ( 株 ) 645,193 297 － 645,490

単元未満株式の買取りによる増加 297株

繰延税金資産 （単位：百万円）
貸倒引当金 375
完成工事補償引当金 3
工事損失引当金 147
賞与引当金 179
投資有価証券評価損 100
執行役員退職慰労引当金 16
関係会社株式評価損 562
その他 225

繰延税金資産　小計 1,611
評価性引当額 △1,346
繰延税金資産　合計 265
繰延税金負債

前払年金費用 △306
圧縮記帳積立金 △69
その他有価証券評価差額金 △368

繰延税金負債　合計 △743
繰延税金資産（△は負債）の純額 △478

⑶ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

4. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

（注） 変動事由の概要
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

6. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 13 －
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個別注記表

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
（ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 百 万 円 ）

子会社 SECM SDN.BHD. 所有
直接100％ 債務保証 債務保証

（注）1 2,582 － －

子会社 PT SECM TECH 
INDONESIA

所有
直接100％ 債務保証 債務保証

（注）1 545 － －

子会社 SEC (S) PTE.LTD. 所有
直接100％ 債務保証 債務保証

（注）1 973 － －

子会社
SANYO 
ENGINEERING & 
CONSTRUCTION 
VIETNAM CO.,LTD.

所有
直接100％ 資金の貸付 資金の貸付

（注）２、3 8
その他の
流動資産

(短期
貸付金)

680

⑴ １株当たり純資産額 1,648円07銭
⑵ １株当たり当期純利益 98円46銭

7. 関連当事者との取引に関する注記

（注）１．金融機関からの借入、工事履行及び信用状に対し、債務保証をおこなっております。
２．子会社への貸倒懸念債権に対し、合計64百万円の貸倒引当金を計上しております。また、

当事業年度において合計127百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。
３．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

8. 収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）

連結注記表「7.収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

9. １株当たり情報に関する注記

－ 14 －


